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１．計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

急速に少子高齢化が進む中、この国では、平成３７ 年（２０２５ 年）にいわゆる「団

塊の世代」が全て７５ 歳以上となる超高齢社会を迎える。鳥取県においては、高齢化率が

２８．３％（平成２５年１０月１日現在）と過去最高となっており、特に中山間地域等に

おいては高齢化が更に進行している状況にある。こうした中で、県民一人一人が、医療や

介護が必要な状態となっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続し、その

地域で人生の最期を迎えることができる環境を整備していくことは喫緊の課題である。 

一方で、近年の医師・看護師不足により医師や看護師の負担は増大しており、医療従事

者の過重労働により地域の医療が維持されている現状では、一人の医師が辞めると地域の

医療が崩壊しかねない状況にある。また、高齢者の多くは、住み慣れた地域の中での療養

等を希望しており、地域での連携が一段と必要となっている。 

このことから、医療従事者等の負担軽減や、それぞれの地域の実情に応じた安心して暮

らせるための医療と介護の連携が必要であり、利用者の視点に立って切れ目のない医療及

び介護の提供体制を構築し、県民一人一人の自立と尊厳を支えるケアを将来にわたって持

続的に実現していく体制整備に向けた取組を進めていく。 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

鳥取県における医療介護総合確保区域については、県東部（鳥取市、岩美郡、八頭郡）、県

中部（倉吉市、東伯郡）、県西部（米子市、境港市、西伯郡、日野郡）地域とする。 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

（異なる理由： － ） 

 

(3) 計画の目標の設定等 

■鳥取県全体 

① 鳥取県の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

鳥取県においては、以下に記載する医療介護総合確保区域の課題を解決し、医療や

介護が必要な者が、地域において安心して生活できるようにすることを目標とする。 

    ○医療機関の役割分担と連携 

○在宅医療・介護の確保 

（平成３０年計画、令和元年計画） 

・訪問診療の実施件数 H26：5,510 件 → H32：6,006 件 

※H26 の実施件数は医療施設調査（H26 年 9 月実績）に基づく。 
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○医療従事者の確保と資質の向上 

・病院勤務医師数  H26：1,088 人 → H30：1,130 人 

      ・病院勤務看護師数 H26：5,412 人 → H27：5,724 人 

（平成３０年計画） 

・病院勤務医師数   H29：1,137 人 → H30 年度：1,164 人 

・病院勤務看護職員数 H29：5,534 人 → H30 年度：5,757 人 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 47 名(H29)→50 名(H30) 

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

20.0（H29）→21.0（H30） 

・分娩を取り扱う産科医療機関数の維持 21 施設（H29）→21 施設(H30) 

・新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率４．５％（H30 年度）※４．８％（H28 年度） 

（令和元年計画） 

・新人看護職員の離職率の低下：４．７％（H30）→４．３％（R1） 

・県内就業看護職員数 9,954 人（H30）→10,091 人（R2） 

（令和２年度計画） 

・訪問診療実施件数：5,814 件（H29）→6,006 件（R2） 

 ※H29 の実施件数は医療施設（静態）調査（H29 年９月実績）に基づく 

・看護職員の離職率の低下：7.5%（R1）→7.0％（R2） 

（令和３年度計画） 

・新人看護職員の離職率の低下 4.2%（R2）→4.1%（R3） 

・看護職員の離職率の低下：7.4%（R2）→7.3％（R3） 

 

■県東部 

 ① 県東部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

県東部では、以下に記載する課題が存在しており、これらの課題の解決に向けて精

力的に取り組む。 

    ○医療機関の役割分担と連携 

○在宅医療・介護の確保 

 

② 計画期間 

平成２６年度～令和３年度 

 

■県中部 

 ① 県中部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

 県中部では、以下に記載する課題が存在しており、これらの課題の解決に向けて

精力的に取り組む。 

    ○医療機関の役割分担と連携 

○在宅医療・介護の確保 
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② 計画期間 

平成２６年度～令和３年度 

 

■県西部 

 ① 県西部の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

 県西部では、以下に記載する課題が存在しており、これらの課題の解決に向けて

精力的に取り組む。 

    ○医療機関の役割分担と連携 

○在宅医療・介護の確保 

 

② 計画期間 

平成２６年度～令和３年度 

 

 

(4) 目標の達成状況 

  － 
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２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

平成２６年 

３月２５日 県医師会と協議 

３月２７日 医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、助産師会、看護職員養成施設、 

 歯科関係養成施設、各病院に対して、基金制度の周知と事業要望の照会のた 

めの通知を発出（市町村へは、４月１日に発出） 

４月 １日 上記関係団体への説明・意見交換会 

４月３０日 地域医療対策協議会開催 

５月 １日 医療審議会開催（協会けんぽ、国保連もオブザーバーとして参加） 

５月１６日 関係団体・医療機関・市町村への第２回目の意見照会（基金事業のメニュ 

ー案等への意見照会） 

       ～意見とりまとめ、医師会・歯科医師会・薬剤師会・看護協会等への説明～ 

８月２６日 医療審議会開催（協会けんぽ、国保連もオブザーバーとして参加） 

８月２８日 地域医療対策協議会開催 

９月 ８日 関係団体・医療機関・市町村への第３回目の照会（平成２６年度の基金事 

業の個別要望（事業実施の確認）の照会） 

       ～個別要望（事業実施の確認）のとりまとめ～ 

１０月２４日 地域医療対策協議会開催 

１０月２８日 医療審議会開催（協会けんぽもオブザーバーとして参加） 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては、鳥取県医療審議会、鳥取県地域医療対策協議会等の意見を

聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行うなどにより、計画を推進していく。 

 

 

(3) 事業評価結果 

別紙「事後評価」のとおり 
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３．計画に基づき実施する事業 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【１】医療情報ネットワーク整備事業 【総事業費】 

183,902 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取大学医学部附属病院 

事業の目標 鳥取県内の医療情報ネットワークシステム「おしどりネット」の参加医

療機関の拡充（１１機関を１６機関へ拡充） 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 鳥取大学医学部附属病院が整備している医療機関同士の電子カルテの相

互参照システム「おしどりネット」について、参加病院を拡大するため

のシステム改修を行う。（県内５病院を想定。） 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 183,902 

(千円) 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 122,602 

 

(千円) 基金 国 122,602 

(千円) 

都道

府県 

61,300 

(千円) 

民 0(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H27:183,902 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【２】訪問看護等在宅医療推進ネットワーク基盤整備事業 【総事業費】 

6,372 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県西部 

事業の実施

主体 

医療法人 真誠会 

事業の目標 モバイル端末を活用した地域医療連携システムの構築（県西部区域に１

箇所） 

 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 切れ目のない医療情報連携を可能とするため、モバイル端末の活用によ

り、訪問看護等在宅医療を推進するための医療ネットワークを構築・整

備する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 6,372(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 2,124(千円) 

都道

府県 

1,062(千円) 民 2,124 

(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 3,186(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H27:3,186 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 

事業名 【３】精神科医療機関機能分化推進事業 【総事業費】 

120,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県中部 

事業の実施

主体 

倉吉病院 

事業の目標 県中部区域における社会復帰リハ病棟等の整備、精神科救急の外来医療

センターの整備による精神科の患者の地域移行の促進 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 長期にわたる社会的入院の患者が社会へ復帰するための意欲喚起及び退

院するための支援をより機能強化、機能分化した病棟を整備（社会復帰

リハ病棟等の整備）するとともに、精神科救急の外来医療センターを整

備する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 120,000(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 40,000(千円) 

都道

府県 

20,000(千円) 民 40,000(千円) 

 

うち受託事業等（再掲）

0(千円) 

 

その他 60,000(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H27: 60,000 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【４】地域医療支援病院・がん診療連携拠点病院等の患

者に対する歯科保健医療推進事業 

【総事業費】 

8,580 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取赤十字病院、米子医療センター 

事業の目標 県東部区域及び県西部区域における地域医療支援病院、がん診療連携拠点

病院等のがん患者の歯科診療の充実 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対する歯科保健医

療の推進するため、歯科診療に必要な設備を整備する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 8,580(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 2,860(千円) 

基金 国 2,860(千円) 

都道

府県 

1,430(千円) 民 0(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 4,290(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26: 4,290 千円 
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事 業 の 区

分 

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【５】急性期医療充実設備整備事業 【総事業費】 

10,572 千円 

事 業 の 対

象 と な る

医 療 介 護

総 合 確 保

区域 

県東部、県中部、県西部 

事 業 の 実

施主体 

清水病院、藤井政雄記念病院等 

事 業 の 目

標 

医療機器の充実による急性期医療機能の強化（各区域１箇所ずつ） 

 

事 業 の 期

間 

平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 

 

事 業 の 内

容 

病床の機能分化、連携を推進する体制整備のため、急性期医療の充実、強

化のための設備整備を行う。 

事 業 に 要

す る 費 用

の額 

金

額 

総事業費 10,572(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 1,712(千円) 

基金 国 3,524(千円) 

都道

府県 

1,762(千円) 民 1,812(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 5,286(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:5,286 千円 
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事業の区

分 

１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【６】病床の機能分化・連携推進基盤整備事業 

 

【総事業費】 

282,020 千円 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

県東部、県西部 

事業の実

施主体 

鳥取生協病院、博愛病院、高島病院 

事業の目

標 

病床転換及びそれに伴う施設・設備整備による医療機能の分化・連携の推

進（県内３箇所） 

 

事業の期

間 

平成２６年１２月１５日～平成２９年３月３１日 

 

事業の内

容 

急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域において

総合的に確保することを目的として、病床の機能分化、連携を推進するた

め、病床転換及びそれに伴う施設・設備整備を行う。 

事業に要

する費用

の額 

金

額 

総事業費 282,020(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 94,006(千円) 

都道

府県 

47,004(千円) 民 94,006 

(千円) 

うち受託事業等（再掲） 

0(千円) 

 

その他 141,010(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:1,618 千円 

H27:109,894 千円 

H28:29,498 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【７】在宅医療連携拠点事業 【総事業費】 

9,317 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県東部医師会、鳥取県中部医師会、鳥取県西部医師会等 

事業の目標 地区医師会（各区域１箇所ずつ）、医療機関（県内１箇所）、市町村（県

内１箇所）が主体となった在宅医療の連携拠点の整備 

 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 地区医師会等が主体となって、在宅医療を提供する機関が連携するため

の圏域内での調整、支援を行い、在宅医療を提供する機関の連携拠点と

して、地域における包括的かつ継続的な在宅医療の提供体制を構築する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 9,317(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 1,749(千円) 

基金 国 5,341(千円) 

都道

府県 

2,671(千円) 民 3,592(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 1,305(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:8,012 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【８】新任訪問看護師同行訪問事業 【総事業費】 

900 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県（鳥取県訪問看護ステーション連絡協議会（事務局：鳥取県看護

協会）へ委託） 

事業の目標 養成する新任訪問看護師：延５０人 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２７年３月３１日 

事業の内容 ベテランの訪問看護師が未経験の新任訪問看護師に同行することにより

訪問看護師を育成するための支援事業について、鳥取県訪問看護ステー

ション連絡協議会（事務局：鳥取県看護協会）へ委託する。 

（１名当たり、最大３０日同行訪問。） 

事業に要す

る費用の額 

金額 

 

総事業費 900(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  0(千円) 

基金 国 600(千円) 

都道

府県 

300(千円) 民 600(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

600 

(千円) 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:900 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【９】訪問看護師養成研修参加支援事業 【総事業費】 

0 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県看護協会 

 

事業の目標 訪問看護師の研修派遣体制の整備（県内１箇所） 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 訪問看護の人材育成及び人材確保を推進するため、訪問看護師の養成研

修に看護師を参加させる機関が派遣期間中の代替職員の確保のために要

する経費を支援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 

 

総事業費 0(千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 0(千円) 

都道

府県 

0(千円) 民 0 (千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:0 千円、H27:0 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【１０】在宅医療推進のための看護師養成支援事業 【総事業費】 

9,258 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取大学医学部附属病院 

 

事業の目標 看護師の訪問看護ステーションへの出向システムの構築 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 

事業の内容 在宅医療・看護の推進を図るため、入院中から在宅生活を意識した新卒

看護師等を育成するとともに、研修終了者のうちから一定数、県内の訪

問看護ステーションに出向するシステムを構築すること等で訪問看護師

の確保を図る。また、訪問看護師に必要なスキルを強化することで訪問

看護師の離職防止を図る。在宅生活志向をもつ看護人材を育成するため

の教育コースを設ける。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 

 

総事業費 9,258(千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 6,172(千円) 

基金 国 6,172(千円) 

都道

府県 

3,086(千円) 民 0(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:9,258 千円 

 

 

 



15 
 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【１１】認知症クリティカルパス推進事業 【総事業費】 

3,212 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部 

事業の実施

主体 

渡辺病院、倉吉病院 

 

事業の目標 認知症クリティカルパスの作成及びパスの運用体制の整備（県東部区域

及び県中部区域に１箇所ずつ） 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 在宅で療養している認知症高齢者への医療と介護の連携がスムーズに行

えるよう、地域の関係機関が連携して認知症クリティカルパスを作成、

運用し、地域での医療介護連携体制を構築する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 

 

総事業費 3,212(千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 2,140(千円) 

都道

府県 

1,071(千円) 民 2,140(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 1(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:1,421 千円、H27:1,790 千円 
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事 業 の 区

分 

２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【１２】重度障がい児者地域移行支援事業 【総事業費】 

112,971 千円 

事 業 の 対

象 と な る

医 療 介 護

総 合 確 保

区域 

県東部、県中部、県西部 

事 業 の 実

施主体 

県立中央病院、三朝温泉病院、山陰労災病院等 

 

事 業 の 目

標 

・重度障がい児者の医療型ショートステイ病床の確保（各区域で１床ずつ） 

・重度障がい児者へのリハビリテーションの充実（各区域で１事業所ずつ） 

・医療的ケアが必要な重度障がい児者の地域移行等のモデルの構築 

事 業 の 期

間 

平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 

事 業 の 内

容 

医療的ケアが必要な重度障がい児者の地域生活に係る家族の負担軽減の

支援等のため、医療機関が実施する医療型ショートステイの病床を確保す

るとともに、リハビリテーション充実のための生活介護事業所等への指

導・助言活動を行う。さらに、入院中等の医療的ケアが必要な重度障がい

児者の地域移行等を進めるため、グループホーム等での生活体験の支援

（看護師の人件費等への支援）を行い、また、地域で生活するための相談

体制（相談員の配置）を整備する。 

事 業 に 要

す る 費 用

の額 

金

額 

 

総事業費 112,971(千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 50,210 

(千円) 

基金 国 75,314(千円) 

都道

府県 

37,657(千円) 民 25,104 

(千円) 

うち受託事業等（再

掲） 

2,844(千円) 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:54,169 千円、H27:58,802 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【１３】在宅医療推進事業 【総事業費】 

177,262 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主

体 

岩美病院、米子東病院、日南病院等 

 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者に対して、適切な医療サービスが供給

できるよう在宅医療にかかる提供体制の強化が必要。 

事業の目標 訪問診療、訪問看護、リハビリテーション等に必要な施設・設備整備に

よる在宅医療の充実 

アウトカム指標（平成３０年計画、令和元年計画） 

・訪問診療の実施件数 H26：5,510 件 → R2：6,006 件 

※H26 の実施件数は医療施設調査（H26 年 9 月実績）に基づく。 

（令和２年計画） 

・訪問診療実施件数：5,814 件（H29）→6,006 件（R2） 

※H29 の実施件数は医療施設（静態）調査（H29 年９月実績）に基

づく 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～令和３年３月３１日 

事業の内容 訪問看護・在宅医療の充実、精神科在宅復帰等を推進するため、訪問診

療、訪問看護、リハビリテーション等に必要な施設・設備整備を行う。 

アウトプット

指標 

在宅医療の提供体制の充実を図る医療機関への支援数（２０カ所／年） 

（令和２年計画） 

在宅医療の提供体制の充実を図る医療機関への支援数（４カ所／年） 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

在宅医療にかかる提供体制の強化を図ることで、増加が見込まれる在宅

患者に対して、適切な医療サービスが供給できる。 

事業に要する

費用の額 

金

額 

 

総事業費 177,262(千円) 

 

基金充

当額 

（国費） 

におけ

る 

公民の

別 

公 16,051(千円) 

基

金 

国 46,488(千円) 

都道府県 23,244(千円) 民 30,437(千円) 

うち受託事業等 

（再掲） 

0(千円) 

その他 107,530(千円) 
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備考 基金における支払い見込額  

H26:7,008 千円、H27:22,041 千円、H28:4,042 千円 

H30:13,123 千円、R1:16,649 千円、R2:6,869 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（１）在宅医療を支える体制整備 等 

事業名 【１４】中山間地訪問看護ステーションサテライト設置

支援事業 

【総事業費】 

6,696 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県（鳥取県訪問看護ステーション連絡協議会（事務局：鳥取県看護協

会）） 

事業の目標 中山間地域の訪問看護ステーションのサテライトの設置（各区域１箇所ず

つ） 

事業の期間 平成２６年７月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 中山間地にサテライトを設置する訪問看護ステーションへの支援（事務所

の借り上げに係る初期経費及び訪問看護車両の整備に係る経費への助成）

を鳥取県訪問看護ステーション連絡協議会（事務局：鳥取県看護協会）へ

委託する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

 

総事業費 6,696(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  0(千円) 

基金 国 4,464(千円) 

都道

府県 

2,232(千円) 民 4,464(千円) 

うち受託事業等（再

掲） 

4,464(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額  

H26:2,039 千円 

H27:4,657 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（２）在宅医療（歯科）を推進するために必要な事業 等 

事業名 【１５】在宅歯科医療拠点・支援体制整備事業 【総事業費】 

33,041 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県歯科医師会、鳥取県西部歯科医師会 

 

事業の目標 歯科医療機器等の貸出し機能を有する在宅歯科医療連携室の整備（各区

域１箇所ずつ） 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 在宅歯科医療を推進するため、鳥取県歯科医師会等に在宅歯科医療連携

室を設置し、在宅歯科医療希望者の歯科診療所の照会、在宅歯科医療等

に関する相談、在宅歯科医療を実施しようとする医療機関に対する歯科

医療機器等の貸出等を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

 

総事業費 33,041(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0 (千円) 

基金 国 22,027(千円) 

都道

府県 

11,014(千円) 民 22,027 

(千円) 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 

H26:17,510 千円 

H27:15,531 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（２）在宅医療（歯科）を推進するために必要な事業 等 

事業名 【１６】在宅歯科診療設備整備事業 【総事業費】 

5,529 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部 

事業の実施

主体 

岩美病院、谷口歯科医院、藤井政雄記念病院附属歯科クリニック 

 

事業の目標 在宅歯科医療の実施のために必要な医療機器等の充実（県内３箇所） 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

事業の内容 在宅歯科医療を実施する医療機関に対して在宅歯科医療の実施に必要と

なる在宅歯科医療機器等の整備を支援する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 

 

総事業費 5,529(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 577(千円) 

基金 国 2,469(千円) 

都道

府県 

1,235(千円) 民 1,892(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 1,825(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:3,704 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（２）在宅医療（歯科）を推進するために必要な事業 等 

事業名 【１７】在宅歯科医療人材確保支援事業 【総事業費】 

1,750 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県西部歯科医師会 

 

事業の目標 在宅歯科医療の多職種連携強化及び各専門職の資質向上（県西部区域） 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 在宅歯科医療に係る関連多職種（歯科医師、医師、歯科衛生士、看護師、

言語聴覚士等）を対象とした研修・実習を開催する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 

 

総事業費 1,750(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0 (千円) 

基金 国 1,166(千円) 

都道

府県 

584(千円) 民 1,166(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:958 千円、H27:792 千円 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

（３）在宅医療（薬剤）を推進するために必要な事業 等 

事業名 【１８】在宅医療（薬科）の研修充実に向けたシステム

整備等事業 

【総事業費】 

5,936 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県薬剤師会 

 

事業の目標 鳥取県薬剤師会及び各区域の支部に接続するテレビ会議システムの更新

整備による在宅医療の研修等の活性化 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 

事業の内容 在宅医療に取り組む薬局を増やすこと、また在宅医療に関する知識を向上

させることを目的とし、県内３区域のテレビ会議システムを更新し、外部

講師による研修会の開催、委員会の活動を活発にさせ、在宅医療に取り組

む多職種との連携を図る。また、テレビ会議システムを活用した在宅医療

の研修会を開催する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

 

総事業費 5,936(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0 (千円) 

基金 国 3,957(千円) 

都道

府県 

1,979(千円) 民 3,957(千円) 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:5,936 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（１）医師の地域偏在対策のための事業 等 

事業名 【１９】鳥取県地域医療支援センター運営事業 【総事業費】 

7,095 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県、鳥取大学医学部 

事業の目標 地域医療に従事する医師のキャリア形成（奨学金貸与者（１９５名）等

が対象） 

 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

事業の内容 地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に医師不足病院

への医師の配置等を行うため、地域医療支援センターを運営する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 

 

総事業費 7,095(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 4,730(千円) 

 基金 国 4,730(千円) 

都道

府県 

2,365(千円) 民 0(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:7,095 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（１）医師の地域偏在対策のための事業 等 

事業名 【２０】鳥取大学地域医療総合教育研修センター運営支

援事業 

【総事業費】 

4,800 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県西部 

事業の実施

主体 

日野病院、鳥取大学医学部 

事業の目標 日野町における実地による医学部生の教育の充実 

事業の期間 平成２６年５月２０日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 山間地の医師不足病院が大学と連携し、研究や教育のサテライトキャンパ

ス機能を持った地域医療総合教育研修センターを開設し、外来診療に当た

るとともに、地域医療の現場で学部教育を行い、教育の充実を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

 

総事業費 4,800(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 1,599(千円) 

基金 国 1,599(千円) 

都道

府県 

800(千円) 民 0(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 2,401(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:974 千円、H27:1,425 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（２）診療科の偏在対策、医科・歯科連携のための事業 等 

事業名 【２１】小児救急地域医師研修事業 【総事業費】 

902 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県（各地区医師会へ委託） 

 

事業の目標 小児救急医療の研修の開催を通じた専門性の高い医療従事者の確保（各

区域で各１回ずつ研修会を開催し、東部２５名、中部４０名、西部２０

名程度を対象。） 

事業の期間 平成２６年８月７日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 医療機関において、小児の救急・集中治療に習熟した小児科医や看護師

の数が不足している状況にあることから、専門性の高い医療従事者の確

保のための研修の実施を各地区医師会に委託する。 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 

 

総事業費 902(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 601(千円) 

都道

府県 

301(千円) 民 601(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

601(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:450 千円、H27:452 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（３）女性医療従事者支援のための事業 等 

事業名 【２２】歯科衛生士復職支援事業 【総事業費】 

3,308 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県西部歯科医師会 

事業の目標 出産・育児等の理由で離職した未就業歯科衛生士の復職支援センターの

整備（県西部区域） 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 歯科衛生士を確保するため、出産・育児等の一定期間の離職により再就

職に不安を抱える歯科衛生士に対する必要な相談、広告、研修等を行う

とともに、復職支援のための体制を整備する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 

 

総事業費 3,308(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 2,205(千円) 

都道

府県 

1,103(千円) 民 2,205(千円) 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:1,010 千円、H27:2,298 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２３】新人看護職員の卒後臨床研修事業 【総事業費】 

51,805 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

渡辺病院、垣田病院、博愛病院等 

 

事業の目標 臨床研修等を通じた新人看護職員の早期離職の防止及び質の向上（研修対

象者数：約２５０人） 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 新人看護職員の早期離職防止、質の向上を図るため、国の示した「新人看

護職員研修ガイドライン」に基づき、基本的な臨床実践能力を獲得するた

めの研修を実施する病院等に補助する。 

また、全ての新人が必要な研修を受けることができるよう、新人看護職員

研修を自施設で完結できない医療機関の新人看護職員を受け入れた病院

及び新人看護職員を派遣した病院に対し補助する。 

更に、病院等が行う研修の充実を図るとともに、新人育成における施設間

の格差をなくすため、新人看護職員の研修を行う教育担当者・実地指導者

に対する研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 51,805 (千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 7,911(千円) 

基金 国 15,820(千円) 

都道

府県 

7,910 (千円) 民 7,909(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 28,075 (千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:12,249 千円、H27:11,481 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２４】助産師資質向上支援事業 【総事業費】 

9,236 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主

体 

鳥取県看護協会 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

助産師に求められる基本能力や知識・技術に対する研修を行い、助産師の

資質及び実践力向上を図る必要がある。 

事業の目標 研修会の開催を通じた新人助産師の実践能力向上 

アウトカム指標 

（平成３０年計画） 

新人看護職員の離職率の低下 

新卒者の離職率 4.5％（H30 年度）※4.8％（H28 年度） 

（令和元年計画） 

新人看護職員の離職率の低下：4.7％（H30）→4.3％（R1） 

（令和２年計画） 

看護職員の離職率の低下：7.5%（R1）→7.0％（R2） 

（令和３年計画） 

  新人看護職員の離職率の低下 4.2%（R2）→4.1%（R3） 

看護職員の離職率の低下：7.4%（R2）→7.3％（R3） 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～令和４年３月３１日 

事業の内容 助産師の資質向上のために必要となる研修用備品を整備するとともに、助

産師の実践能力向上のための研修会を開催する。 

アウトプット

指標 

県内産科医療機関の助産師の研修会受講参加者数（１２０人／年） 

（令和２年計画） 

県内産科医療機関の助産師の研修会受講参加者数（１００人／年） 

（令和３年計画） 

県内産科医療機関の助産師の研修会受講参加者数（１００人／年） 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

研修会受講により助産技術が向上し、助産師就業者が増え、離職率の低下

を図る。 

事業に要する

費用の額 

金

額 

総事業費 9,236 (千円) 基金充

当額 

（国費） 

公 0 (千円) 

基金 国 6,157 (千円) 

都道 3,079 (千円) 民 6,157(千円) 
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府県 におけ

る 

公民の

別 

うち受託事業等（再掲） 

0(千円) その他 0(千円) 

備考 ・基金における支払い見込額 

H26:7,247 千円、H27:650 千円、H30:262 千円、R1:358 千円、R2：101

千円、R3：618 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２５】認定看護師養成研修事業 【総事業費】 

4,892 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主

体 

鳥取大学医学部附属病院等 

 

背景にある医

療・介護ニー

ズ 

高度化・専門化する医療や多様化するニーズに対応するため、高い専門

性を有する認定看護師の養成が必要。 

事業の目標 県内の認定看護師の増（１０名程度） 

（令和元年計画） 

県内就業看護職員数 9,954 人（H30）→10,091 人（R2） 

事業の期間 平成２６年４月１日～令和２年３月３１日 

事業の内容 看護ケアの向上を図るため、「がん化学療法看護」認定看護師教育課程な

ど、県内で認定看護師養成研修を開催する。 

アウトプット

指標 

認定看護師養成研修受講者 ８人／年 

アウトカムと

アウトプット

の関連 

認定看護師を増やすことにより、専門職としての知識・技術・態度の向

上を通じて、キャリア形成し高い専門性を備えた看護職員数の増加を図

る。 

事業に要する

費用の額 

金額 総事業費 4,892(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  3,261(千円) 

基金 国 3,261(千円) 

都道

府県 

 1,631(千円) 民 0(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他  0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:392 千円、R1:4,500 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２６】看護職員研修充実に向けたシステム整備事業 【総事業費】 

4,182 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県看護協会 

 

事業の目標 鳥取県看護協会及び同会米子事務所に接続するテレビ会議システムの整

備による看護教育研修等の活性化 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 県東部にある鳥取県看護協会鳥取県看護研修センターと県西部にある鳥

取県看護協会米子事務所テレビ会議システムでつなぎ、各種の教育研修

会、委員会等（鳥取県看護協会が開催するものだけではなく、会員や医

療機関が主催するものなどを含む。）を同時開催する体制を整える。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 4,182 (千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  0(千円) 

基金 国 2,787 千円) 

都道

府県 

 1,394 千円) 民 2,787(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他  1(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:4,181 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２７】看護職員の離職防止・復職支援事業 【総事業費】 

4,111 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取赤十字病院、博愛病院 

事業の目標 ・看護職員の離職防止のための「こころの相談」窓口の設置（県東部区

域及び県西部区域に１箇所ずつ） 

・潜在看護師の復職増 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 産業心理相談員を配置して「こころの相談」窓口を設置して離職防止を

図るとともに、潜在看護師研修の開催等により看護師の復職支援を行う。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費  4,111(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  550(千円) 

基金 国 1,364(千円) 

都道

府県 

 683(千円) 民 814(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 2,064(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:336 千円、H27:1,711 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２８】看護師等養成所運営事業 【総事業費】 

98,593 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県東部医師会（鳥取看護高等専修学校）、鳥取県中部医師会（倉吉看

護高等専修学校）、鳥取県西部医師会（米子看護高等専修学校） 

 

事業の目標 准看護師養成施設の教育内容の向上（各区域１箇所ずつ） 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 地区医師会が運営する准看護師養成所における教育内容の向上を図るた

め、養成所の運営に対する支援を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費  98,593(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  0(千円) 

基金 国 65,728(千円) 

都道

府県 

32,865 (千円) 民 65,728 

(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 0 (千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:25,677 千円、H27:72,916 千円 
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事 業 の 区

分 

３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【２９】看護職員実習指導者養成講習会開催事業 【総事業費】 

18,699 千円 

事 業 の 対

象 と な る

医 療 介 護

総 合 確 保

区域 

県東部、県中部、県西部 

事 業 の 実

施主体 

鳥取県（鳥取県看護協会へ委託） 

事 業 の 目

標 

看護実習指導者の養成（約６０人） 

事 業 の 期

間 

平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事 業 の 内

容 

病院等における看護実習の指導者を養成するための講習会の開催を鳥取

県看護協会へ委託する。 

事 業 に 要

す る 費 用

の額 

金

額 

総事業費 18,699 (千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0 (千円) 

基金 国 12,466(千円) 

都道

府県 

6,233 (千円) 民 12,466(千円) 

 

うち受託事業等（再掲） 

12,466(千円) 

 

その他  0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:9,341 千円、H27:9,358 千円 

 

  



36 
 

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３０】看護教育実習環境改善施設設備整備事業 【総事業費】 

15,710 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

藤井政雄記念病院等 

 

事業の目標 受入れ施設の実習環境の改善、整備による看護師の確保 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 看護師の県内養成者数の増加を目的として看護教育実習生の実習環境の

改善等を図るため、看護学生実習受入れのための施設整備・備品購入を行

う。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費  15,710(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 3,359(千円) 

基金 国 6,982(千円) 

都道

府県 

 3,490(千円) 民 3,623(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他  5,238(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:313 千円、H27:10,159 千円 

 

  



37 
 

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３１】看護教育教材整備事業 【総事業費】 

37,985 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県東部医師会（鳥取看護高等専修学校）、鳥取県西部医師会（米子看

護高等専修学校）、米子東病院等 

事業の目標 ・看護師等養成所における教育内容の向上 

・病院等における看護職員の教育内容の向上 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 看護師等養成所の学生又は病院等の看護職員への教育内容の向上を図る

ため、教育の充実のための図書・教育備品等を整備する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費  37,985(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 9,249 

     (千円) 基金 国 17,521(千円) 

都道

府県 

 8,760(千円) 民 8,272 

     (千円) 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 11,704(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:10,674 千円、H27:15,607 千円 

 

  



38 
 

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３２】看護職員募集支援事業 【総事業費】 

1,428 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取赤十字病院、尾﨑病院等 

事業の目標 県内医療機関で勤務する看護職員の増 

 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 慢性的な看護職員不足の解消を図るため、人口の多い県外の大都市圏等

において、鳥取県での働きやすさをＰＲする広告活動を行う。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費  1,428(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 247(千円) 

基金 国 476(千円) 

都道

府県 

 238(千円) 民 229(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 714(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:156 千円、H27:558 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３３】看護師等養成所初度設備整備事業 【総事業費】 

13,683 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部 

事業の実施

主体 

学校法人大阪滋慶学園（鳥取市医療看護専門学校） 

 

事業の目標 新しい看護職員養成施設（鳥取市医療看護専門学校）の開設（平成２７年

４月予定） 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護師等養成所の開設に伴う初度設備整備、在宅看護実習室の新設に係る

備品購入を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費  13,683(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  0(千円) 

基金 国 4,561(千円) 

都道

府県 

 2,280(千円) 民 4,561(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他  6,842(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:6,841 千円 

 

  



40 
 

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３４】看護師等養成所施設・設備整備事業 【総事業費】 

25,461 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県東部医師会（鳥取看護高等専修学校）、鳥取県中部医師会（倉吉看

護高等専修学校）、鳥取県（県立倉吉看護総合専門学校）等 

事業の目標 看護師等養成所の教育環境の改善による県内進学者の確保の促進 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 看護学生の教育環境の改善を図るため、老朽化した看護師養成所の改築、

男子更衣室・トイレの増築、校舎に係る所要の設備整備等を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費  25,461(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 7,233(千円) 

基金 国 10,944(千円) 

都道

府県 

 5,472(千円) 民 3,711(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他  9,045(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:808 千円、H27:15,608 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３５】看護師宿舎施設整備事業 【総事業費】 

17,102 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県西部 

事業の実施

主体 

山陰労災病院 

 

事業の目標 看護師宿舎の個室整備による看護職員の定着促進（県西部区域に１箇所） 

事業の期間 平成２６年１２月１日～平成２８年８月３１日 

 

事業の内容 看護師宿舎を看護職員の離職防止対策の一環として、看護職員の定着促進

を図ることを目的として、看護師宿舎の個室整備をする。 

 

 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費  17,102(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 1,882(千円) 

基金 国 1,882(千円) 

都道

府県 

 940(千円) 民  0(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他  14,280(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:0 千円、H27:2,822 千円 
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事 業 の

区分 

３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３６】看護職員就労環境改善体制整備事業 【総事業費】 

21,772 千円 

事 業 の

対 象 と

な る 医

療 介 護

総 合 確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事 業 の

実 施 主

体 

尾﨑病院、米子医療センター等 

事 業 の

目標 

看護職員の就労環境の改善（県内５箇所） 

事 業 の

期間 

平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

事 業 の

内容 

看護職員の就労環境改善のために必要である仮眠室、休憩室、更衣室等の整

備を行う。 

 

事 業 に

要 す る

費 用 の

額 

金

額 

総事業費 21,772(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 3,363 

 (千円) 基金 国 6,726(千円) 

都道

府県 

3,363(千円) 民 3,363 

(千円) 

うち受託事業等（再掲） 

0(千円) 

 

その他 11,683(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:7,155 千円、H27:2,934 千円 
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事 業 の 区

分 

３．医療従事者の確保に関する事業 

（４）看護職員等の確保のための事業 等 

事業名 【３７】歯科衛生士・歯科技工士養成所施設・設備等整

備事業 

【総事業費】 

29,858 千円 

事 業 の 対

象 と な る

医 療 介 護

総 合 確 保

区域 

県東部 

事 業 の 実

施主体 

鳥取県（県立歯科衛生専門学校（鳥取県歯科医師会へ委託））、鳥取県東部

歯科医師会（鳥取歯科技工専門学校） 

事 業 の 目

標 

歯科衛生士、歯科技工士養成施設の教育内容の充実 

事 業 の 期

間 

平成２６年１２月１９日～平成２９年３月３１日 

事 業 の 内

容 

歯科衛生士、歯科技工士の教育内容の充実、質の高い医療を提供できる人

材を育成するために必要な施設・設備等の整備を行う。 

 

事 業 に 要

す る 費 用

の額 

金

額 

総事業費  29,858(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  0(千円) 

基金 国 19,280(千円) 

都道

府県 

 9,640(千円) 民 19,280(千円) 

 

うち受託事業等（再掲） 

16,248(千円) 

 

その他  938(千円) 

備考 基金における支払い見込額  

H26:13,057 千円、H27:6,503 千円、H28:9,360 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【３８】勤務環境改善支援センター運営事業 【総事業費】 

11,897 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施主

体 

鳥取県（鳥取県看護協会へ委託） 

事業の目標 勤務環境改善センターの設置（県内１箇所） 

（平成３０年計画） 

・病院勤務医師数   H29：1,137 人 → H30 年度：1,164 人 

・病院勤務看護職員数 H29：5,534 人 → H30 年度：5,757 人 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成３１年３月３１日 

事業の内容 医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指し、

PDCA サイクルを活用して勤務環境改善に向けた取組を行うための仕

組みを活用して勤務環境改善に取り組む各医療機関に対して総合的・専

門的な支援を行うことを目的とした勤務環境改善支援センターの設置

を進める。 

事業に要する

費用の額 

金

額 

総事業費 11,897(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 7,932(千円) 

都道府県 3,965(千円) 民 7,932(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

7,932(千円) 

 

その他 0(千円)  

備考 基金における支払い見込額  

H26:1,832 千円、H27:4,901 千円、H30：5,164 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【３９】病院内保育所運営事業 【総事業費】 

20,434 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取赤十字病院、清水病院、大山リハビリテーション病院等 

事業の目標 子育て中の看護職員や女性医師が安心して働くことができる環境の確保

（県内７箇所） 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 子育て中の看護職員や女性医師等が安心して働くことができるようにす

るとともに、県内の看護職員等の離職防止を図るための病院内保育所の

運営を行う。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 20,434(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 4,672(千円) 

基金 国 8,540(千円) 

都道

府県 

4,270(千円) 民 3,868(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 7,624(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:12,810 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４０】病児・病後児等保育施設設備整備・運営事業 【総事業費】 

11,439 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取大学医学部附属病院、博愛病院等 

事業の目標 病児・病後児保育の環境整備による医療従事者の離職防止の推進 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２７２８年３月３１日 

 

事業の内容 院内で雇用している医療従事者の働きやすさの確保や離職防止を推し進

めるため、２４時間保育及び病児・病後児保育を実施するとともに、所

要の施設・設備整備を行う。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 11,439(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 2,900 

(千円) 基金 国 5,084(千円) 

都道

府県 

2,542(千円) 民 2,184 

(千円) 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 3,813(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:7,626 千円 
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事業の区

分 

３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４１】医療機関の電子カルテシステム導入促進事業 【総事業費】 

595,806 千円 

事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実

施主体 

鳥取赤十字病院、垣田病院等 

事業の目

標 

電子カルテシステム若しくは部門システムの導入又は改修による医療従事

者の負担軽減 

事業の期

間 

平成２６年１２月１９日～平成２９年３月３１日 

 

事業の内

容 

疾病連携など地域医療に貢献し、医師、看護師等の勤務職員の労働環境を

改善するため、電子カルテシステム若しくは部門システムの導入又は改修

を行う。 

事業に要

する費用

の額 

金

額 

総事業費 595,806(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 63,913 

(千円) 基金 国 154,312(千円) 

都道府県 77,156(千円) 民 90,399 

(千円) 

 

うち受託事業等（再掲） 

0(千円) 

 

その他 364,338(千円) 

備考 基金における支払い見込額  

H26:0 千円、H27:102,024 千円、H28:119,157 千円、H29:10,287 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４２】医師等環境改善事業 【総事業費】 

46,270 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

藤井政雄記念病院、鳥取大学医学部附属病院、鳥取県（県立総合療育セン

ター）等 

事業の目標 医師、看護師の負担軽減による勤務環境の改善 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 医師事務作業補助者、看護師事務作業代行職員を配置して医師、看護師の

負担を軽減し、勤務環境の改善を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 46,270(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 15,332 千円) 

基金 国 20,704(千円) 

都道

府県 

10,352(千円) 民 5,372(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 15,214(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:6,941 千円、H27:24,115 千円 
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事 業 の 区

分 

３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４３】看護職員労働環境改善事業 【総事業費】 

86,958 千円 

事 業 の 対

象 と な る

医 療 介 護

総 合 確 保

区域 

県東部、県中部、県西部 

事 業 の 実

施主体 

尾﨑病院、倉吉病院、博愛病院等 

事 業 の 目

標 

看護職員の負担軽減、労働環境の改善（県内６箇所） 

事 業 の 期

間 

平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事 業 の 内

容 

看護師確保につなげるための電動ベッドの導入等により、看護職員の負担

を軽減し、労働環境の改善を図る。 

事 業 に 要

す る 費 用

の額 

金

額 

総事業費 86,958(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 696(千円) 

基金 国 18,188(千円) 

都道

府県 

9,094(千円) 民 17,492(千円) 

 

うち受託事業等（再掲） 

0(千円) 

 

その他 59,676(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:6,888 千円、H27:20,394 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４４】産科医等確保支援事業 【総事業費】 

103,813 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

梅沢産婦人科医院、打吹公園クリニック、母と子の長田産婦人科クリニ

ック等 

事業の目標 分娩手当等の支給による産科医等の確保（県内１０箇所） 

（平成３０年計画） 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 48 名(H29)→50 名(H30) 

・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

20.0（H29）→21.0（H30） 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３１年３月３１日 

 

事業の内容 産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分娩取扱い機関におい

て分娩手当等を支給する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 103,813(千円) 基金充

当額 

（国費） 

におけ

る 

公民の

別 

公 2,081(千円) 

基金 国 23,064(千円) 

都道府県 11,533(千円) 民 20,983(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 69,216(千円) 

備考 基金における支払い見込額  

H26:10,841 千円、H27:12,215 千円、H30:11,541 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４５】助産師等待機手当支援事業 【総事業費】 

10,688 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

山陰労災病院、打吹公園クリニック等 

事業の目標 助産師及び分娩に係る業務に従事する看護師の処遇改善による周産期医

療体制の確保 

（平成３０年計画） 

分娩を取り扱う産科医療機関数の維持 21 施設（H29）→21 施設(H30) 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成３１年３月３１日 

 

事業の内容 助産師及び分娩に係る業務に従事する看護師の処遇改善を行い、分娩を

取り扱う医療機関の助産師及び看護師の確保を図るため、分娩の際の救

急呼出（オンコール）に備えて、助産師又は看護師が自宅等において待

機した場合に、待機１回につき手当を支給する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 10,688(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 742(千円) 

基金 国 3,563(千円) 

都道

府県 

1,781(千円) 民 2,821(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 5,344(千円) 

備考 基金における支払い見込額  

H26:1,373 千円、H27:1,478 千円、H30:2,493 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４６】帝王切開術待機医師確保事業 【総事業費】 

1,150 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

中曽産婦人科医院等 

事業の目標 分娩を扱う有床診療所等においてより一層の安全を担保する上での帝王

切開術待機医師、麻酔科医師の確保 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 帝王切開手術のために待機させる医師を確保するために手当を支給す

る。ここでいう待機医師とは当該施設の常勤医師等以外の医師であり、

帝王切開時に立ち会った医師とし原則２人以内とする。（１人産科医体制

であったり、麻酔科医がいないなど、外部からの産科医又は麻酔科医の

応援を必要とする医療機関が当該応援医を待機させる場合を手当の支給

対象とする。） 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 1,150(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 383(千円) 

都道

府県 

191(千円) 民 383(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 576(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:210 千円、H27:364 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４７】救急勤務医支援事業 【総事業費】 

17,872 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県西部 

事業の実施

主体 

米子医療センター、済生会境港総合病院、西伯病院等 

事業の目標 西部区域における救急医の処遇改善による二次救急医療体制の確保 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 二次救急医療機関に勤務する救急医の処遇改善を図るため、休日・夜間

において救急勤務医手当を支給する（宿日直手当・超過勤務手当は対象

外）。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 17,872(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 3,969(千円) 

基金 国 3,969(千円) 

都道

府県 

1,984(千円) 民 0(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 11,919(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:2,962 千円、H27:2,991 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４８】新生児医療担当医確保支援事業 【総事業費】 

0 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県西部 

事業の実施

主体 

鳥取大学医学部附属病院 

事業の目標 新生児医療担当医の処遇改善による周産期医療体制の確保 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 ＮＩＣＵにおいて新生児を担当する医師の処遇改善、確保のため、新生

児医療担当医手当を支給する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 0(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 0(千円) 

基金 国 0(千円) 

都道

府県 

0(千円) 民 0(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲） 

0(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:0 千円、H27:0 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【４９】訪問看護師待機手当支援事業 【総事業費】 

18,977 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県看護協会、西伯病院、訪問看護ステーション博愛等 

事業の目標 看護師の処遇改善による県内の訪問看護の実施体制の強化 

事業の期間 平成２６年１２月１９日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 訪問看護師の処遇改善を行い、訪問看護ステーションで勤務する看護師の

確保を図るため、訪問看護の際の救急呼出（オンコール）に備えて、看護

師が自宅等において待機した場合に、待機１回につき手当を支給する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 18,977(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 3,081 

(千円) 基金 国 6,326(千円) 

都道

府県 

3,162(千円) 民 3,245 

(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

0(千円) 

 

その他 9,489(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:786 千円、H27:8,702 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【５０】小児救急医療支援事業 【総事業費】 

6,258 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

県西部 

事業の実施主

体 

鳥取県西部広域行政管理組合（同組合から、米子医療センター、山陰

労災病院及び博愛病院へ補助） 

事業の目標 県西部区域における小児救急病院群輪番制の確保 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 小児救急医療体制の整備を図るため、平日夜間及び休日の小児救急病

院群輪番制に係る運営費に対して補助を行う。 

事業に要する

費用の額 

金

額 

総事業費 6,258(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 1,855(千円) 

基金 国 2,782(千円) 

都道

府県 

1,390(千円) 民 927(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

927(千円) 

 

その他 2,086(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:2,068 千円、H27:2,104 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業 

（５）医療従事者の勤務環境改善のための事業 等 

事業名 【５１】小児救急電話相談事業 【総事業費】 

7,535 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

県東部、県中部、県西部 

事業の実施

主体 

鳥取県（小児救急電話相談業務は、民間業者へ委託） 

 

事業の目標 休日、夜間における小児救急医療担当医の負担軽減 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日 

 

事業の内容 小児初期救急患者の適切な医療機関への受診を図り、二次救急、三次救急

医療機関等への過度の集中の緩和や小児科医等の負担軽減、及び小児を抱

えた保護者等の安心感の確保等を図ため、小児救急電話相談業務（＃８０

００）を委託するとともに、小児救急電話相談に関する啓発用のポスター、

マグネットの作成等を行う。 

 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 7,535(千円) 基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 740(千円) 

基金 国 5,024(千円) 

都道

府県 

2,511(千円) 民 4,284(千円) 

 

うち受託事業等（再

掲） 

4,284(千円) 

 

その他 0(千円) 

備考 基金における支払い見込額 H26:3,607 千円、H27:3,928 千円 

 


